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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数は、委託加工工場の従業員数（第52期中 18,697人、第52期 17,150人、第53期中 20,553人、第

53期 19,465人、第54期中 20,768人）を含めて表示しております。 

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 155,038 168,916 169,553 342,133 383,034 

経常利益（百万円） 16,791 20,317 17,675 34,667 36,616 

中間(当期)純利益（百万円） 10,988 13,332 11,545 26,280 25,722 

純資産額（百万円） 140,900 172,402 185,983 149,748 174,043 

総資産額（百万円） 235,373 276,202 279,323 223,191 255,326 

１株当たり純資産額（円） 3,998.39 4,783.21 5,328.73 4,244.78 4,919.43 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
311.69 372.56 328.99 744.13 719.61 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
310.69 370.48 328.47 741.52 716.95 

自己資本比率（％） 59.86 62.42 66.58 67.09 68.17 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
13,846 6,784 △13,182 36,538 22,018 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△7,478 △6,543 △4,136 △9,497 △32,508 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,684 10,026 5,619 1,727 △419 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
96,487 125,419 94,146 113,606 101,156 

従業員数（人） 22,491 24,651 25,113 21,049 23,347 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 170,623 199,389 192,927 304,189 353,592 

経常利益（百万円） 11,228 15,482 14,283 16,995 20,847 

中間(当期)純利益（百万円） 5,929 9,520 7,986 7,210 12,004 

資本金（百万円） 30,810 30,990 31,131 30,940 31,118 

発行済株式総数（株） 36,005,796 36,043,396 36,073,096 36,033,096 36,070,396 

純資産額（百万円） 83,557 105,094 102,903 87,026 100,291 

総資産額（百万円） 129,172 160,319 172,028 119,331 140,307 

１株当たり純資産額（円） 2,371.16 2,915.79 2,948.35 2,466.29 2,834.27 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
168.18 266.04 227.57 203.15 335.17 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
167.64 264.55 227.22 202.44 333.93 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
－ － － 20.00 50.00 

自己資本比率（％） 64.69 65.55 59.82 72.93 71.48 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

1,025 

(119) 

1,062 

(97) 

1,224 

(170) 

969 

(128) 

1,074 

(110) 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．事業区分をしていないため、製造及び販売部門等に区分して記載しております。 

３．製造部門の従業員数には、委託加工工場の従業員数（20,768人）を含めて表示しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を［ ］外数で表示しております。

２．従業員数が前事業年度末に比べ150人増加しましたのは、主に技術部門の従業員を増員したことによるもの

であります。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 従業員数（人） 

製造部門 23,292   

販売部門 548   

全社（共通） 1,273   

合計 25,113   

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,224［170］ 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における世界経済は、原油価格高騰の影響が懸念されましたが、米国におきましては、大型

ハリケーンの影響から個人消費支出の減少はみられたものの景気の拡大は続きました。中国におきましても、輸出

の伸びの鈍化傾向はありましたが好調な消費に支えられ景気は堅調な推移となりました。ユーロ圏につきまして

は、消費減速から低成長が続きました。 

 わが国におきましては、ＩＴ分野の在庫調整の一巡から設備投資が好調に推移し、雇用情勢の改善に伴う個人消

費の増加もみられ緩やかな景気回復となりました。 

 当エレクトロニクス業界におきましては、薄型テレビを中心とするデジタル関連製品の需要拡大がみられました

が、原油価格高騰による原材料価格の上昇に加え、中国等のアジアメーカーなどの台頭やＩＴ企業などの異業種メ

ーカーのデジタル家電分野への参入に伴う競争激化から製品価格の急速な下落がみられるなど、厳しい環境が続き

ました。 

 このような状況下、当社グループではＤＶＤ関連製品、液晶テレビ、プラズマテレビ及びデジタルスチルカメラ

等のデジタル関連製品を中心とした開発、拡販を進めてまいりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は169,553百万円（前年同期比0.4％増）となりました。利益面につきま

しては、営業利益は15,276百万円（前年同期比13.0％減）、経常利益は17,675百万円（前年同期比13.0％減）、中

間純利益は11,545百万円（前年同期比13.4％減）となりました。 

 当社グループの事業はすべて電気機械器具の製造販売に集約されており、事業区分はしておりませんが、機器別

の売上高は次のとおりであります。  

①映像機器 

 映像機器では、アナログ製品は市場縮小の影響からビデオ、テレビデオは減少いたしましたが、根強い需要がみ

られるブラウン管テレビにつきましては販売促進に注力したことから伸長いたしました。一方、デジタル製品は液

晶テレビは順調に売上げを伸ばしましたが、ＤＶＤ関連製品が急速な価格下落と北米市場でのＤＶＤレコーダの需

要伸び悩みの影響から減少いたしました。その結果、当該機器売上高は99,118百万円（前年同期比3.8％減）とな

りました。 

②情報機器 

 情報機器では、プリンターは競争激化の影響から微減となりましたが、昨年度参入いたしましたデジタルスチル

カメラは前連結会計年度に引き続き順調に売上げを伸ばしました。その結果、当該機器売上高は56,900百万円（前

年同期比11.8％増）となりました。 

③その他 

 上記機器以外の売上高は、受信関連用電子機器及び部品関連が減少し13,535百万円（前年同期比9.9％減）とな

りました。 



 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①日本 

 外部顧客に対する売上高は96,527百万円（前年同期比3.6％減）、営業利益は13,528百万円（前年同期比5.1％

減）となりました。 

②北米 

 外部顧客に対する売上高は66,859百万円（前年同期比10.1％増）、営業損失は1,572百万円（前年同期９百万円

の損失）となりました。 

③アジア 

 外部顧客に対する売上高は3,176百万円（前年同期比3.5％減）、営業利益は4,643百万円（前年同期比27.3％

増）となりました。 

④欧州 

 外部顧客に対する売上高は2,989百万円（前年同期比37.0％減）、営業損失は158百万円（前年同期59百万円の利

益）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、たな卸資産の増

加、長期仮払税金の支払及び自己株式の取得等による支出により、前中間連結会計期間末に比べ31,272百万円

（24.9％）減少し、当中間連結会計期間末には94,146百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動の結果使用した資金は13,182百万円（前中間連結会計期間は6,784百万円

の獲得）となりました。これは主に、売上債権は減少いたしましたが、たな卸資産の増加、法人税等及び長期仮払

税金の支払額等が増加したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動に使用した資金は4,136百万円であり、前中間連結会計期間に比べ2,407百

万円（36.8％）減少となりました。これは主に有形固定資産の取得、投資有価証券の取得等が減少したことによる

ものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動の結果獲得した資金は5,619百万円であり、前中間連結会計期間に比べ

4,406百万円（44.0％）減少となりました。これは主に自己株式の取得、配当金の支払等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績は次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造価格によっております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）が販売している自己ブランド製品は需要予測による見込生産

を行っております。従いまして、受注状況は記載しておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は、次のとおりであります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

機器 金額（百万円） 前年同期比（％） 

映像機器 86,686 3.4 

情報機器 41,790 36.6 

その他 2,352 △62.7 

合計 130,828 8.3 

機器 金額（百万円） 前年同期比（％） 

映像機器 99,118 △3.8 

情報機器 56,900 11.8 

その他 13,535 △9.9 

合計 169,553 0.4 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額(百万円) 割合（％） 金額(百万円) 割合（％） 

WAL-MART STORES,INC. 43,431 25.7 45,388 26.8 

SOJITZ CORPORATION OF AMERICA 45,632 27.0 41,239 24.3 



３【対処すべき課題】 

 今後の経済環境は、高騰する原油価格が世界経済に及ぼす影響などにより、不透明な状況が続くと予想されます。

 当エレクトロニクス業界におきましては、アナログからデジタルへの急速な進展により新たなユーザーニーズが創

出される一方、新技術への積極的な取組みをはじめ、台頭する中国メーカーを中心とする熾烈な価格競争や変化の激

しい消費者ニーズなどへのスピーディーな対応が要求されております。 

 こうした環境の中、当社グループの課題と当中間連結会計期間における対応は下記のとおりであります。 

①デジタル製品の積極的な開発及びその体制強化  

 当社グループは、昨年に三菱電機株式会社との協業によるＤＶＤレコーダ、米国イーストマン・コダック社との協

業によるデジタルスチルカメラの市場に参入し、また、トムソン・グループとデジタルテレビ分野で特定特許の実

施、共同開発等が含まれる包括的業務提携を締結するなど、デジタル分野での積極的な事業展開を図ってまいりまし

た。今後も、これらのデジタル分野を中心とする製品開発のため光学系並びにソフト開発関連技術の確立を目指し、

要素技術の習得を含めた体制強化を進めてまいります。その一環として、昨年４月にナノテクノロジーなど先端技術

による材料、素材、基礎理論を応用した生産技術の研究開発を目的として設立した株式会社船井電機新応用技術研究

所や昨年10月に次世代光ディスクシステム構築に関する共同契約を締結した京都大学、本年１月にデジタル家電の研

究開発における産学連携包括協定を締結した電気通信大学との関係強化を進めてまいります。 

②カントリーリスクの回避  

 当社グループは、販売面では北米向け売上高の比率が高く、他の地域での売上高拡大が課題となっております。こ

のため、欧州の販売子会社FUNAI EUROPE GmbHが本年７月にロンドン等に支店を開設し、販売網の拡充を図りまし

た。国内におきましては、本年４月に競争力及び営業力を強化する目的で、当社の子会社であるフナイ販売株式会社

の営業権を同じく子会社のＤＸアンテナ株式会社に譲渡し、販売体制を集約化いたしました。さらに、今後の市場拡

大が期待されるインド、ロシア等を中心とする新規マーケットの開拓を計画しております。 

 また、製造面では中国及びマレーシアで全製品の90％以上を生産しており、かねてよりそのカントリーリスクの回

避が経営上の課題の１つであることから、製造子会社としてタイに設立いたしましたFUNAI（THAILAND）CO.,LTD.に

おきまして、大型テレビ等映像機器の生産拡大を進めております。 

③競争力の維持 

 デジタル化の中で中国等のアジアメーカーなどの台頭やＩＴ企業などの異業種メーカーのデジタル家電分野への参

入により、製品ライフサイクルの短縮化や急速な価格下落が進行する中で、当社グループの競争力を維持するため、

部品の内製化及び購買力をさらに強化し、当社独自の生産性向上システムであるＦＰＳ（フナイ・プロダクション・

システム）を活かしたコスト削減を一層推し進める必要があります。また、これに対応したスピーディーな開発体制

が整いつつあります。加えて、世界的優位にある大手流通企業やＯＥＭ供給先との関係をさらに強化することも重要

な課題であります。 

④環境問題への取り組み 

 当社グループは、地球環境問題への対応も重要な経営課題と認識し、当社本社内に環境課を設け、環境問題に取り

組んでおります。 

 また、国際環境マネジメント規格である「ＩＳＯ１４００１」の認証取得にも取り組んでおり、委託先工場である

東莞工場（中国・広東省）、中山工場（中国・広東省）及び当社の本社が取得しております。今後も国内外の事業拠

点の認証取得を計画しております。 

⑤タックスヘイブン対策税制適用に基づく更正処分 

 当社は、本年６月28日、大阪国税局より、当社の香港子会社（連結子会社）がタックスヘイブン対策税制の適用除

外要件を満たしていないとの判断により、第50期（平成14年３月期）から第52期（平成16年３月期）の３年間につい

て当社の香港子会社の所得を当社の所得の額とみなして合算課税するとの更正通知を受領いたしました。当社の香港

子会社は、日本のタックスヘイブン対策税制の制度主旨に従って、香港政庁及び中国政府が積極的に推進する「委託

加工方式」を1992年から採用しており、これまで、タックスヘイブン対策税制に関する税務調査は行われましたが、

一度も指摘されたことがないにもかかわらず、今回の調査において更正処分を受けたことは誠に遺憾であります。 

 なお、追徴税額は法人税、住民税及び事業税を含め16,651百万円（附帯税を含め19,184百万円）でありますが、当

局の処分は事実誤認による不当な課税と考えており、本年８月24日、当局に対して異議申立てを行いました。審理等

の過程において、当社の税務処理の正当性が明らかになると考えており、この追徴税額を貸借対照表上の「投資その

他の資産」の「長期仮払税金」として計上しております。 



４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当エレクトロニクス業界におきましては、全世界規模で急激にデジタル化が進み、ＡＶ市場とＩＴ市場が融合さ

れ、新たな市場が形成される兆しが伺えます。市場ニーズもより多様化しております。 

 当社グループは、市場ニーズに呼応した高品質かつコストパフォーマンスの良好な製品をタイミング良く市場に投

入するという当社の強みを一層発揮させることに加え、デジタル化・ネットワーク化を先取りして競争力向上を図る

ことを目的に研究開発を進めております。 

 当中間連結会計期間におきましては、今後益々市場のニーズが高まると期待されます光ディスク関連技術、デジタ

ル対応映像技術及び高精細表示技術の開発について、自社開発力の強化を継続するとともに、他社との積極的な技術

提携を図り、それらを活用した製品化に積極的に取り組んでまいりました。 

 研究開発につきましては、当社の開発技術部及び各事業部に所属する技術部門等が推進しており、当中間連結会計

期間の研究開発費の総額は6,696百万円でありました。 

 当社グループの事業は、電気機械機器の製造販売であり、事業区分はしておりませんが、当中間連結会計期間にお

ける主要な研究開発活動の概要は次のとおりであります。 

(1）ディスク記録技術 

 過去に培った光ディスクの記録技術を応用したＤＶＤレコーダの世代更新を果たし、ＶＨＳビデオとＨＤＤ（ハ

ード・ディスク・ドライブ）との複合機を開発して市場に投入いたしました。 

 その後継機を目指して青色レーザーを利用した次世代光ディスクシステムの主要コンポーネントと製品の技術開

発を継続しております。 

(2）高精細表示技術 

 ＤＬＰ方式プロジェクターの世代更新を継続しており、さらなる高精細化を実現いたしました。また、フラット

パネルディスプレイの液晶テレビとプラズマテレビの画像品位を高めるため当社特有の画像処理エンジンを開発い

たしました。この画像処理エンジンを液晶テレビとプラズマテレビの新製品に順次、搭載してまいります。 

(3）テレビジョン放送デジタル化対応技術 

 世界的にテレビジョン放送はデジタル化に移行しつつあるため、デジタル化対応技術の開発を重点課題として取

り組みを継続してまいりました。 

 米国の地上波対応技術は既に構築し、その技術を応用したＳＴＢ（セット・トップ・ボックス）を製品化してお

りましたが、当中間連結会計期間ではその世代更新を行っております。 

 デジタルチューナー内臓テレビの開発を継続しており、同時にＣＡＴＶのデジタルＳＴＢへの展開を図っており

ます。 

 国内の対応は、地上・ＢＳ・110度ＣＳデジタル放送受信用ＳＴＢの派生展開を図っております。 

(4）デジタルインターフェース 

 将来の家庭用機器のホーム・ネットワークシステム接続に対応した有線・無線の高速、大容量のデジタルデータ

伝送のインターフェースとして、ＩＥＥＥ１３９４及び無線ＬＡＮ等についてＤＬＮＡ規格に沿った技術開発を継

続推進しております。 

(5）新製品 

 静止画像記録装置としてデジタルスチルカメラの第二世代機のＯＥＭ供給を開始し、第三世代機の開発に取り組

んでおります。また、デジタルスチルカメラの画像の印刷装置として昇華型フォトプリンターの開発を継続中で製

品化を控えております。他にネットワーク・システムの開発にも取り組んでおります。 

(6）研究所 

 前連結会計年度に設立した株式会社船井電機新応用技術研究所は、ナノテクノロジーの応用を基軸とした研究所

として運営しております。ディスプレイとストレージに大別した当社の将来ビジョンに即した製品を構成する要素

技術開発及びデバイス開発基盤の確立を目指して研究を行っております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までのストックオプションの権利行使

により発行されたものは含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19（平成13年改正前商法）の規定に基づく新株引受権 

（平成13年６月27日定時株主総会決議） 

 （注）「新株予約権の目的となる株式の数」は、特別決議における新株発行予定数から既に発行した株式数及び権利喪

失により発行しなくなった株式数を減じております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月19日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 36,073,096 36,076,696 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 36,073,096 36,076,696 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 342,700 339,100 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 9,549 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年１月１日から 

平成22年12月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） 

発行価格   9,549 

資本組入額  4,775 
同左 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権行使時においても当

社の取締役又は従業員であるこ

とを要する。 

・新株予約権に関するその他の細

目については、平成13年６月27

日開催の定時株主総会の決議に

基づく取締役会決議による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・新株予約権の譲渡、質入その他

の処分又は相続は認めない。 
同左 



② 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

（平成14年６月26日定時株主総会決議） 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,996 3,996 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 399,600 399,600 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 15,150 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月１日から 

平成23年７月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） 

発行価格  15,150 

資本組入額  7,575 
同左 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権行使時における条件 

① 当社又は当社子会社の取締

役、監査役、従業員、当社

又は当社子会社と締結した

顧問契約による顧問のいず

れかであること。 

② 当社又は当社子会社と締結

した顧問契約による顧問で

あること。 

③ 当社又は当社子会社と締結

した契約による社外コンサ

ルタント及び研究者のいず

れかであること。 

・その他の細目については、取締

役会決議に基づき、当社と新株

予約権の割当を受けた者との間

で締結した契約に定めるところ

による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 



（平成15年６月25日定時株主総会決議） 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,785 3,785 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 378,500 378,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 13,646 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年８月１日から 

平成24年７月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） 

発行価格  13,646 

資本組入額  6,823 
同左 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権行使時における条件 

① 当社又は当社子会社の取締

役、監査役、従業員、当社

又は当社子会社と締結した

顧問契約による顧問のいず

れかであること。 

② 当社又は当社子会社と締結

した顧問契約による顧問で

あること。 

③ 当社又は当社子会社と締結

した契約による社外コンサ

ルタント及び研究者のいず

れかであること。 

・その他の細目については、取締

役会決議に基づき、当社と新株

予約権の割当を受けた者との間

で締結した契約に定めるところ

による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 



（平成16年６月24日定時株主総会決議） 

（ア）平成16年７月13日取締役会決議分 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,599 3,599 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 359,900 359,900 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 16,167 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月１日から 

平成25年７月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） 

発行価格  16,167  

資本組入額  8,084  
同左 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権行使時における条件 

① 当社又は当社子会社の取締

役、監査役、従業員、当社

又は当社子会社と締結した

顧問契約による顧問のいず

れかであること。  

② 当社又は当社子会社と締結

した顧問契約による顧問で

あること。  

③ 当社又は当社子会社と締結

した契約による社外コンサ

ルタント及び研究者のいず

れかであること。  

・その他の細目については、取締

役会決議に基づき、当社と新株

予約権の割当を受けた者との間

で締結した契約に定めるところ

による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 



（平成16年６月24日定時株主総会決議） 

（イ）平成16年８月５日取締役会決議分 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 256 256 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 25,600 25,600 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 16,836 同左 

新株予約権の行使期間 
 平成18年８月１日から 

 平成25年７月31日まで 
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） 

発行価格  16,836   

資本組入額  8,418  
 同左  

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権行使時における条件 

当社又は当社子会社の取締

役、従業員のいずれかである

こと。 

・その他の細目については、取締

役会決議に基づき、当社と新株

予約権の割当を受けた者との間

で締結した契約に定めるところ

による。 

  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
  同左 



（平成17年６月23日定時株主総会決議） 

（注）「新株予約権の目的となる株式の数」は、特別決議における新株発行予定数から既に発行した株式数及び権利喪失

により発行しなくなった株式数を減じております。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．ストックオプションの権利行使による増加であります。 

２．平成17年10月１日から平成17年11月30日までの間に、ストックオプションの権利行使により、発行済株式総数

が3,600株、資本金及び資本準備金がそれぞれ17百万円増加しております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,464 3,464 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 346,400 346,400 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 12,369 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月１日から 

平成26年７月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） 

発行価格  12,369  

資本組入額  6,185  
同左 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権行使時における条件 

① 当社又は関係会社の取締

役、執行役、執行役員、監

査役、従業員、当社又は関

係会社と締結した顧問契約

による顧問のいずれかであ

ること。 

② 当社又は関係会社と締結し

た顧問契約による顧問であ

ること。 

③ 当社又は関係会社と締結し

た契約による社外コンサル

タント及び研究者のいずれ

かであること。 

・その他の細目については、当社

と新株予約権の割当を受けた者

との間で締結した契約に定める

ところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
・新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～

平成17年９月30日

（注） 

2,700 36,073,096 12 31,131 12 32,658 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、資産管理サービス

信託銀行株式会社の所有株式数は全て信託業務に係るものであります。 

２．ジャーディン フレミング投信・投資顧問株式会社（現ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・

マネジメント・ジャパン株式会社）及びその共同保有者２者から平成11年10月15日付で大量保有報告書の提

出があり、平成11年９月30日現在で当社株式を次のとおり保有している旨の報告を受けておりますが、当社

として平成17年９月30日現在における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。 

なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

※１．「所有内容」の株式数は平成11年10月15日付の大量保有報告書に記載されていた株式数であり、そ

の後、当社は平成12年９月11日付で株式１株を３株に株式分割しております。 

※２．平成13年10月15日付で変更報告書の提出があり、同社は平成13年９月30日付でジャーディン フレ

ミング投信・投資顧問株式会社から商号変更したものであります。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

船井 哲良 大阪市中央区森ノ宮中央１丁目16番22号 12,824 35.55 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,957 5.43 

船井 哲雄 北海道旭川市神楽岡12条８丁目２－37 1,739 4.82 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,700 4.71 

船井電機株式会社 大阪府大東市中垣内７丁目７番１号 1,171 3.25 

財団法人船井情報科学振興財
団 

東京都千代田区外神田４丁目11番５号 1,000 2.77 

ヒーローアンドカンパニー 
（常任代理人 株式会社三井
住友銀行） 

90 WACHINGTON STREET NEW YORK, NY
10015 U.S.A. 
（東京都千代田区丸の内１丁目３番２号） 

764 2.12 

船井 孝英 奈良県奈良市登美ヶ丘２丁目４－22 556 1.54 

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
エス エル オムニバス ア
カウント 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６-７） 

551 1.53 

資産管理サービス信託銀行株
式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 晴海ア
イランドトリトンスクエア オフィスタワ
ーＺ棟 

487 1.35 

計 － 22,752 63.07 

氏名又は名称 住所 所有内容 ※１． 

ジェーエフ・アセット・マネジメン
ト・リミテッド 

香港、セントラル、コートノート・プ
レイス １ 

株式 332,000株 

ジェー・ピー・モルガン・フレミン
グ・アセット・マネジメント・ジャパ
ン株式会社 ※２． 

東京都港区赤坂５丁目２番20号 株式 253,200株 

チェース・フレミング・アセット・マ
ネージメント（ユーケー）リミテッド 

英国 EC2V 7RF ロンドン、オルダーマ
ンブリー 10 

株式  33,600株 



３．野村證券株式会社及びその共同保有者４者から大量保有報告書（平成15年９月11日付）の変更報告書（平成

16年12月15日付）の提出があり、平成16年11月30日現在で当社株式を次のとおり保有している旨の報告を受

けておりますが、当社として平成17年９月30日現在における所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

※「所有内容」の株式数は平成16年12月15日付の大量保有報告書に記載されていた株式数であります。 

４．UBS証券会社及びその共同保有者13者から大量保有報告書（平成16年12月15日付）の変更報告書（平成17年

９月13日付）の提出があり、平成17年８月31日現在で当社株式を次のとおり保有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として平成17年９月30日現在における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。 

なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

※「所有内容」の株式数は平成17年９月13日付の大量保有報告書に記載されていた株式数であります。 

氏名又は名称 住所 所有内容 ※ 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 株式   75,500株 

NOMURA SECURITIES INTERNATIONAL,

Inc. 

2 World Financial Center,Building

B New York,N.Y. 10281-1198 
株式   6,000株 

NOMURA HOLDING AMERICA Inc. 
2 World Financial Center,Building

B New York,N.Y. 10281-1198 
株式   6,000株 

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋一丁目12番１号 株式1,824,400株 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 株式  10,700株 

氏名又は名称 住所 所有内容 ※ 

UBS証券会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 株式    7,400株 

ユービーエス・エイ・ジー（銀行） 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 株式 543,755株 

UBS Global Asset Management (US)

Inc. 

51 Wext 52nd Street,New York,

New York 10019-6114,USA 
株式   3,000株 

ユービーエス・グローバル・アセッ

ト・マネジメント株式会社 
東京都千代田区大手町１丁目５番１号 株式 679,900株 

UBS Global Asset Management (UK)

Limited 
Kingdom 株式 696,600株 

UBS Fund Management (Switzerland)

AG 

Aeschenvorstadt 48,4002 Basel,

Switzerland 
株式 115,000株 

UBS Global Asset Management Life

Ltd 
Kingdom 株式 154,400株 

UBS Global Asset Management

(Americas) Inc 

1 North Wacker Drive,Chicago,

Illinois 60606,USA 
株式 662,600株 

UBS Global Asset Management

(Canada) Co. 

77 King street West,Toronto,

Ontario M5K 1G8,Canada 
株式 120,400株 

UBS Global Asset Management

(Hong Kong) Limited 

25F One Exchange Square,8 Connaught

Place,Central,Hong Kong 
株式   2,700株 

UBS Global Asset Management

Trust Company 

1 North Wacker Drive,Chicago,

Illinois 60606 USA 
株式  99,100株 

UBS Global Asset Management

(Singapore) Ltd 

5 Temasei Boulevard,#18-00 Suntec

Tower Five,Singapore 038985 
株式   5,400株 

UBS Global Asset Management

(Deutschland) Gmbh 

60313 Frankfurt,Stephanstrabe

14-16,Germany 
株式    9,200株 

UBS Securities LLC 
2711 Centerville Road,Suite 400,

Wilmington DE 19808 Delaware,USA 
株式 268,000株 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。また「議決権の

数」に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,171,100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  34,897,800 348,978 － 

単元未満株式 普通株式       4,196 － 
一単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 36,073,096 － － 

総株主の議決権 － 348,978 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

船井電機株式会社 
大阪府大東市中垣

内７丁目７番１号 
1,171,100 － 1,171,100 3.25 

計 － 1,171,100 － 1,171,100 3.25 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所 市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 13,460 12,430 12,430 11,490 11,390 10,850 

最低（円） 11,790 11,200 11,310 10,830 10,300 9,470 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     126,222 94,887   101,846 

２．受取手形及び売掛
金 

    62,213 37,063   45,520 

３．たな卸資産     32,992 44,451   27,303 

４．繰延税金資産     3,455 2,964   2,990 

５．その他     4,078 5,515   3,995 

６．貸倒引当金     △1,158 △593   △804 

流動資産合計     227,803 82.5 184,288 66.0   180,851 70.8

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物及び構築物   11,432   13,061 12,989   

減価償却累計額   6,262 5,170 6,785 6,275 6,494 6,494 

(2）機械装置及び運
搬具 

  18,141   21,362 20,028   

減価償却累計額   13,857 4,283 16,567 4,795 14,493 5,535 

(3）工具、器具及び
備品 

  35,154   36,390 34,034   

減価償却累計額   29,593 5,560 31,605 4,784 28,767 5,266 

(4）土地     3,358 5,060   5,102 

(5）その他     262 5   7 

有形固定資産合計     18,635 20,922   22,406 

２．無形固定資産           

(1）特許権     － 6,597   7,057 

(2）その他     1,011 884   874 

無形固定資産合計     1,011 7,482   7,932 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券     24,987 43,963   41,282 

(2）長期仮払税金 ※２   － 19,184   － 

(3）繰延税金資産     550 842   422 

(4）その他     3,481 3,534   2,941 

(5）貸倒引当金     △266 △895   △509 

投資その他の資産
合計 

    28,752 66,629   44,136 

固定資産合計     48,399 17.5 95,034 34.0   74,474 29.2

資産合計     276,202 100.0 279,323 100.0   255,326 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

    61,352 41,664   38,639 

２．短期借入金     5,404 17,602   4,011 

３．未払金     15,112 10,950   13,277 

４．未払法人税等     6,034 4,578   8,746 

５．繰延税金負債     7 13   5 

６．賞与引当金     194 203   192 

７．製品保証引当金     135 195   275 

８．その他     2,318 3,260   2,951 

流動負債合計     90,560 32.8 78,468 28.1   68,098 26.7

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金     6,409 5,679   6,041 

２．繰延税金負債     539 2,628   682 

３．退職給付引当金     4,733 4,909   4,855 

４．役員退職慰労引当
金 

    911 881   926 

５．その他     416 481   434 

固定負債合計     13,010 4.7 14,579 5.2   12,939 5.0

負債合計     103,570 37.5 93,047 33.3   81,038 31.7

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     229 0.1 292 0.1   243 0.1

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     30,990 11.2 31,131 11.1   31,118 12.2

Ⅱ 資本剰余金     32,954 11.9 33,096 11.9   33,083 13.0

Ⅲ 利益剰余金     112,856 40.9 134,978 48.3   125,246 49.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    4,035 1.5 7,181 2.6   5,410 2.1

Ⅴ 為替換算調整勘定     △8,430 △3.1 △6,093 △2.2   △11,943 △4.7

Ⅵ 自己株式     △3 △0.0 △14,311 △5.1   △8,872 △3.5

資本合計     172,402 62.4 185,983 66.6   174,043 68.2

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    276,202 100.0 279,323 100.0   255,326 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     168,916 100.0 169,553 100.0   383,034 100.0 

Ⅱ 売上原価     130,219 77.1 133,570 78.8   305,165 79.7

売上総利益     38,696 22.9 35,983 21.2   77,869 20.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   21,130 12.5 20,706 12.2   44,521 11.6

営業利益     17,566 10.4 15,276 9.0   33,348 8.7

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   667   1,214 1,549   

２．受取配当金   105   261 119   

３．持分法による投資
利益 

  147   273 204   

４．為替差益   1,866   810 1,134   

５．その他   344 3,130 1.8 119 2,679 1.6 828 3,836 1.0

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   133   252 352   

２．売上割引    48   － 106   

３．投資事業組合運用
損 

  173   － －   

４．その他   23 379 0.2 28 280 0.2 108 568 0.1

経常利益     20,317 12.0 17,675 10.4   36,616 9.6

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 15   62 734   

２．投資有価証券売却
益 

  －   53 －   

３．貸倒引当金戻入益   65   24 －   

４．関係会社清算益    329   － 329   

５．その他   28 439 0.2 0 141 0.1 197 1,262 0.3

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産処分損 ※３ 308   82 198   

２．貸倒引当金繰入額   －   536 －   

３．投資有価証券評価
損 

  612   564 638   

４．たな卸資産評価損   484   － 786   

５．その他   14 1,419 0.8 137 1,321 0.8 939 2,562 0.7

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    19,337 11.4 16,496 9.7   35,316 9.2

法人税、住民税及
び事業税 

※４ 6,061   4,538 9,844   

法人税等調整額 ※４ △87 5,973 3.5 380 4,919 2.9 △305 9,539 2.5

少数株主利益     31 0.0 32 0.0   53 0.0

中間（当期）純利
益 

    13,332 7.9 11,545 6.8   25,722 6.7

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     32,466 33,083   32,466

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１．新株予約権行使によ
る新株の発行 

  49 12 178 

２．自己株式処分差益   438 488 － 12 438 616

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    32,954 33,096   33,083

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     100,278 125,246   100,278

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１．中間（当期）純利益   13,332 13,332 11,545 11,545 25,722 25,722

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金   705 1,768 705 

２．役員賞与   49 754 44 1,812 49 754

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    112,856 134,978   125,246

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  19,337 16,496 35,316

減価償却費   2,746 4,103 7,008

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  △403 285 △494

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  99 53 221

受取利息及び受取配
当金 

  △772 △1,475 △1,669

支払利息   133 252 352

持分法による投資損
益（益：△） 

  △147 △273 △204

有形固定資産売却損
益（益：△） 

  △3 △11 △695

投資有価証券評価損   612 564 1,061

売上債権の増減額
（増加：△） 

  △26,866 10,591 △11,543

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △13,749 △15,513 △9,591

仕入債務の増減額
（減少：△） 

  23,544 332 2,338

その他   △733 △1,725 △2,407

小計   3,797 13,678 19,692

利息及び配当金の受
取額 

  749 1,437 1,619

利息の支払額   △132 △248 △345

法人税等の還付額
（支払額：△） 

  2,368 △8,864 1,051

長期仮払税金の支払
額 

  － △19,184 －

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  6,784 △13,182 22,018

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の払戻によ
る収入 

  44 － 141

有価証券の売却によ
る収入 

  － 310 312

有形固定資産の取得
による支出 

  △6,778 △2,509 △15,142

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

有形固定資産の売却
による収入 

  112 528 1,080

無形固定資産の取得
による支出 

  － △2,340 △5,268

投資有価証券の取得
による支出 

  △831 △428 △14,278

投資有価証券の売却
による収入 

  353 388 355

貸付けによる支出   △29 △39 △260

貸付金の回収による
収入 

  35 78 72

その他   548 △124 480

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △6,543 △4,136 △32,508

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減
額（減少：△） 

  623 13,166 △844

長期借入金の返済に
よる支出 

  △432 △362 △794

株式の発行による収
入 

  98 25 356

自己株式の取得によ
る支出 

  △3 △5,439 △8,871

自己株式の売却によ
る収入 

  10,448 － 10,448

配当金の支払額   △705 △1,768 △705

その他   △4 △3 △9

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  10,026 5,619 △419

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  1,545 4,690 △1,541

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  11,812 △7,009 △12,450

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  113,606 101,156 113,606

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

※１ 125,419 94,146 101,156

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数   13社 

 主要な連結子会社はフナイ販

売㈱、ＤＸアンテナ㈱、 

FUNAI CORPORATION, INC.、船

井電機（香港）有限公司、 

FUNAI ELECTRIC（MALAYSIA） 

SDN.BHD.であります。 

(1）連結子会社の数   12社 

 主要な連結子会社はＤＸアン

テナ㈱、 

FUNAI CORPORATION, INC.、船

井電機（香港）有限公司、 

FUNAI ELECTRIC（MALAYSIA） 

SDN.BHD.であります。 

 連結子会社であった大翔エレ

クトロニクス㈱は、清算結了に

より連結の範囲から除外してお

ります。 

(1）連結子会社の数   13社 

 連結子会社名は、「第１ 企

業の概況 ４．関係会社の状

況」に記載しております。 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社は㈱エ

フ、ジー、エスであります。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

同左 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 同左 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであ

ります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためでありま

す。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社数 

０社 

(1）持分法適用の非連結子会社数 

同左 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 

同左 

  (2）持分法適用の関連会社数 

２社 

 嘉匯実業有限公司、 

PT.DISPLAY DEVICES INDONESIA 

であります。 

(2）持分法適用の関連会社数 

同左 

(2）持分法適用の関連会社数 

同左 

  (3）持分法を適用していない非連

結子会社（㈱エフ、ジー、エス

他）及び関連会社（嘉宝電機有

限公司）は、それぞれ中間純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外して

おります。 

(3）     同左 (3）持分法を適用していない非連

結子会社（㈱エフ、ジー、エス

他）及び関連会社（嘉宝電機有

限公司）は、それぞれ当期純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法

の適用から除外しております。 

  (4）持分法の適用会社のうち、中

間決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の中

間会計期間に係る中間財務諸表

を使用しております。 

(4）     同左 (4）持分法の適用会社のうち、決

算日が連結決算日と異なる会社

については、各社の事業年度に

係る財務諸表を使用しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社は次のと

おりであります。 

 連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社は次のと

おりであります。 

 連結子会社の決算日が連結決算日

と異なる会社は次のとおりであり

ます。 

  会社名   中間決算日

ＤＸアンテナ㈱   ８月31日 

FUNAI  

CORPORATION,INC. 

  
６月30日 

FUNAI EUROPE GmbH   〃 

船井電機（香港）有

限公司 

  
〃 

嘉福金属有限公司   〃 

FUNAI 

ELECTRIC(MALAYSIA) 

SDN.BHD. 

  

〃 

FUNAI ASIA PTE LTD   〃 

DAISHO ELECTRONICS 

(THAILAND)CO.,LTD. 

  
〃 

FUNAI(THAILAND） 

CO.,LTD. 

  
〃 

会社名  中間決算日

ＤＸアンテナ㈱  ８月31日 

FUNAI  

CORPORATION,INC. 

 
６月30日 

FUNAI EUROPE GmbH  〃 

船井電機（香港）有

限公司 

 
〃 

嘉福金属有限公司  〃 

FUNAI 

ELECTRIC(MALAYSIA)

SDN.BHD. 

 

〃 

FUNAI ASIA PTE LTD  〃 

DAISHO ELECTRONICS

(THAILAND)CO.,LTD.

 
〃 

FUNAI(THAILAND） 

CO.,LTD. 

 
〃 

会社名   決算日 

ＤＸアンテナ㈱   ２月28日 

FUNAI  

CORPORATION,INC. 

  
12月31日 

FUNAI EUROPE GmbH   〃 

船井電機（香港）有

限公司 

  
〃 

嘉福金属有限公司   〃 

FUNAI 

ELECTRIC(MALAYSIA) 

SDN.BHD. 

  

〃 

FUNAI ASIA PTE LTD   〃 

DAISHO ELECTRONICS 

(THAILAND)CO.,LTD. 

  
〃 

FUNAI(THAILAND） 

CO.,LTD 

  
〃 

   いずれも、連結子会社の中間決

算日現在の中間財務諸表を使用し

ております。ただし、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行

っております。 

 なお、FUNAI ELECTRIC TRADING

(EUROPE)GmbHは平成16年４月１日

付でFUNAI EUROPE GmbHに商号を変

更しております。 

 いずれも、連結子会社の中間決

算日現在の中間財務諸表を使用し

ております。ただし、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行

っております。 

 いずれも、連結子会社の決算日現

在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

 なお、FUNAI ELECTRIC TRADING

(EUROPE)GmbHは平成16年４月１日

付でFUNAI EUROPE GmbHに商号を変

更しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

…中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

…同左 

① 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

…決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定） 

   時価のないもの 

…移動平均法による原

価法 

 時価のないもの 

…同左 

 時価のないもの 

…同左 

  ② デリバティブ 

 時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

 当社及び国内連結子会社

は、製品及び仕掛品は主とし

て総平均法による原価法、原

材料は主として先入先出法に

よる原価法によっておりま

す。 

 海外連結子会社は、製品・

仕掛品及び原材料は主として

先入先出法による低価法によ

っております。 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額

法）を採用し、海外連結子会

社は定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

  建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運

搬具 
３～11年

工具、器具及び

備品 
１～20年

    

  ② 無形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいております。 

② 無形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

定額法によっております。 

 なお、特許権については、

経済的使用可能予測期間によ

っており、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づいております。 

② 無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 一部の連結子会社について

は、従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、支

給見込額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 製品保証引当金 

 販売製品のアフターサービ

スによる費用支出に備えるた

め過去の実績を基準として発

生見込額を計上しておりま

す。 

③ 製品保証引当金 

同左 

③ 製品保証引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 会計基準変更時差異は、適

用初年度で全額費用処理して

おります。一部の連結子会社

については、15年による按分

額を費用処理することとして

おります。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理

しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

（追加情報） 

 当社及び一部の国内連結子

会社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金

の代行部分について、平成16

年４月26日付で厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認

可を受けました。 

 当中間連結会計期間末日現

在において測定された返還相

当額（最低責任準備金）は

4,525百万円であり、当該返

還相当額（最低責任準備金）

の支払が当中間連結会計期間

末日に行われたと仮定して

「退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）」（日本公

認会計士協会会計制度委員会

報告第13号）第44－２項を適

用した場合に生じる損益の見

込額は2,683百万円（利益）

であります。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 会計基準変更時差異は、適

用初年度で全額費用処理して

おります。一部の連結子会社

については、15年による按分

額を費用処理することとして

おります。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理

しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より

「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正」（企業会計

基準第３号 平成17年３月16

日）及び「『退職給付に係る

会計基準』の一部改正に関す

る適用指針」（企業会計基準

適用指針第７号 平成17年３

月16日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える

影響は軽微であります。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しております。 

（追加情報） 

 当社及び一部の国内連結子

会社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金

の代行部分について、平成16

年４月26日付で厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認

可を受けました。 

 なお、重要な後発事象に記

載のとおり、平成17年10月１

日付で厚生労働大臣から過去

分返上の認可を受けました。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

 会計基準変更時差異は、適

用初年度で全額費用処理して

おります。一部の連結子会社

については、15年による按分

額を費用処理することとして

おります。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理

しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

（追加情報） 

 当社及び一部の国内連結子

会社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金

の代行部分について、平成16

年４月26日付で厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認

可を受けました。 

 当連結会計年度末日現在に

おいて測定された返還相当額

（最低責任準備金）は4,525百

万円であり、当該返還相当額

（最低責任準備金）の支払が

当連結会計年度末日に行われ

たと仮定して「退職給付会計

に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第13号）

第44－２項を適用した場合に

生じる損益の見込額は2,806百

万円（利益）であります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、当社では内規に

基づく中間期末要支給額を計

上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、当社では内規に

基づく期末要支給額を計上し

ております。 

  (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、主として通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5）重要なヘッジ会計の方法  (5）重要なヘッジ会計の方法  (5）重要なヘッジ会計の方法  

  ① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理

によっております。なお、特

例処理の要件を満たしている

金利スワップ及び金利キャッ

プについては特例処理によっ

ております。 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理

によっております。なお、特

例処理の要件を満たしている

金利スワップについては特例

処理によっております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約 

  

外貨建買入債

務及び外貨建

予定取引 

金利スワップ   借入金 

金利キャップ   借入金 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約 

 

外貨建買入債

務及び外貨建

予定取引 

金利スワップ 借入金 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 為替変動リスク及び金利変

動リスクを回避する目的でデ

リバティブ取引を利用するこ

ととしております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象そ

れぞれの相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計の比

較により、有効性を評価して

おります。ただし、特例処理

によっている金利スワップ及

び金利キャップについては、

有効性の評価を省略しており

ます。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象そ

れぞれの相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計の比

較により、有効性を評価して

おります。ただし、特例処理

によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省

略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

軽微であります。 

───── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

────── 

（中間連結損益計算書） 

 「売上割引」は営業外費用の100分の10を超えたため、

当中間連結会計期間より区分表示することといたしまし

た。なお、前中間連結会計期間は、営業外費用の「その

他」に45百万円含まれております。 

 「投資事業組合運用損」は営業外費用の100分の10を超

えたため、当中間連結会計期間より区分表示することと

いたしました。なお、前中間連結会計期間は、営業外費

用の「その他」に213百万円含まれております。 

（中間連結貸借対照表） 

 投資事業有限責任組合への出資金（当中間連結会計期

間末975百万円）は、前中間連結会計期間末までは、投資

その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました

が、金融商品会計に関する実務指針（平成12年１月31

日、平成17年２月15日最終改正 日本公認会計士協会 

会計制度委員会報告第14号）の改正に伴い、当中間連結

会計期間末からは、投資その他の資産の「投資有価証

券」に含めて表示しております。 

（中間連結損益計算書） 

 「投資事業組合運用損」（当中間連結会計期間19百万

円）は営業外費用の100分の10以下となったため、当中間

連結会計期間より「その他」に含めて表示することとい

たしました。 

 「投資有価証券売却益」は特別利益の100分の10を超え

たため、当中間連結会計期間より区分表示することとい

たしました。なお、前中間連結会計期間は、特別利益の

「その他」に28百万円含まれております。 

────── （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 「無形固定資産の取得による支出」は重要性が増加し

たため、当中間連結会計期間より区分表示することとい

たしました。なお、前中間連結会計期間は、投資活動に

よるキャッシュ・フローの「その他」に33百万円含まれ

ております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

１．保証債務 

 連結会社以外の会社について、金融機

関からの借入に対し債務保証を行ってお

ります。 

１．保証債務 

 連結会社以外の会社について、金融機

関からの借入に対し債務保証を行ってお

ります。 

１．保証債務 

 連結会社以外の会社について、金融機

関からの借入に対し債務保証を行ってお

ります。 

PT.DISPLAY DEVICES 

INDONESIA 

  742百万円

(US$6百万) 

広東省東莞機械進出口

有限公司 

  633 

(HK$45百万) 

フナイエンタテインメ

ント・ジャパン㈱ 

  
 170 

㈱シティケーブルネッ

ト 
   77 

計   1,623 

PT.DISPLAY DEVICES 

INDONESIA 

 252百万円

(US$2百万) 

広東省東莞機械進出口

有限公司 

 363 

(HK$25百万) 

㈱シティケーブルネッ

ト 
 69 

計  685 

PT.DISPLAY DEVICES 

INDONESIA 

  479百万円

(US$4百万) 

広東省東莞機械進出口

有限公司 

  610 

(HK$45百万) 

㈱シティケーブルネッ

ト 

  
 73 

計   1,162 

───── ※２．タックスヘイブン対策税制適用に基づ

く更正処分 

   当社は、本年６月28日、大阪国税局よ

り、当社の香港子会社（連結子会社）が

タックスヘイブン対策税制の適用除外要

件を満たしていないとの判断により、第

50期（平成14年３月期）から第52期（平

成16年３月期）の３年間について当社の

香港子会社の所得を当社の所得の額とみ

なして合算課税するとの更正通知を受領

いたしました。なお、追徴税額は法人

税、住民税及び事業税を含め16,651百万

円（附帯税を含め19,184百万円）であり

ますが、当局の処分は事実誤認による不

当な課税と考えており、本年８月24日、

当局に対して異議申立てを行いました。

審理等の過程において、当社の税務処理

の正当性が明らかになると考えており、

この追徴税額を貸借対照表上の「投資そ

の他の資産」の「長期仮払税金」として

計上しております。なお、本税制は対象

となる外国法人の各事業年度終了の時の

現況によって判定されますので、ご参考

までに調査対象年度の翌連結会計年度で

ある第53期（平成17年３月期）以降、当

社の香港子会社の所得について当該税制

による影響額を試算した場合、第53期

（平成17年３月期）の法人税、住民税及

び事業税は約42億円と見積もられます。

この影響額につきましては、上記理由に

より現時点では、会計処理を行っており

ません。 

───── 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

特許権使用料   6,026百万円

荷造運送費   2,778 

従業員給料手当   3,252 

試験研究費    2,357 

特許権使用料  2,685百万円

荷造運送費  3,529 

従業員給料手当  3,540 

試験研究費   3,453 

特許権使用料   11,301百万円

荷造運送費   7,162 

従業員給料手当   6,590 

試験研究費   5,199 

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

機械装置及び運搬具   0百万円

工具、器具及び備品   15 

計   15 

建物及び構築物  46百万円

機械装置及び運搬具  11 

工具、器具及び備品  0 

土地  4 

計  62 

建物及び構築物   1百万円

機械装置及び運搬具   3 

工具、器具及び備品   15 

土地   713 

計   734 

※３．固定資産処分損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３．固定資産処分損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３．固定資産処分損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物   8百万円

機械装置及び運搬具   275 

工具、器具及び備品   12 

土地   12 

計   308 

建物及び構築物  56百万円

機械装置及び運搬具  10 

工具、器具及び備品  13 

その他  1 

計  82 

建物及び構築物   21百万円

機械装置及び運搬具   37 

工具、器具及び備品   126 

土地   12 

計   198 

※４．中間連結会計期間に係る納付税額及び

法人税等調整額は当連結会計年度におい

て予定している利益処分方式による固定

資産圧縮積立金の取崩しを前提として、

当中間連結会計期間に係る金額を計算し

ております。 

※４．      同左 ───── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定   126,222百万円

預入期間が３か月を超

える定期預金 

  
△98 

拘束性預金   △704 

現金及び現金同等物   125,419 

現金及び預金勘定  94,887百万円

預入期間が３か月を超

える定期預金 

 
△5 

拘束性預金  △735 

現金及び現金同等物  94,146 

現金及び預金勘定   101,846百万円

預入期間が３か月を超

える定期預金 

  
△5 

拘束性預金   △685 

現金及び現金同等物   101,156 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

136 69 66 

工具、器
具及び備
品 

2,244 1,463 780 

合計 2,380 1,533 847 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

91 62 29

工具、器
具及び備
品 

1,597 814 783

合計 1,689 877 812

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

136 80 55

工具、器
具及び備
品 

2,214 1,483 731

合計 2,350 1,563 786

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内   379百万円

１年超   443 

合計   823 

１年内  337百万円

１年超  430 

合計  768 

１年内   338百万円

１年超   415 

合計   753 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料   253百万円

減価償却費相当額   233 

支払利息相当額   9 

支払リース料  198百万円

減価償却費相当額 182 

支払利息相当額  4 

支払リース料   488百万円

減価償却費相当額   450 

支払利息相当額   16 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。 

  

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内  733百万円

１年超  4,356 

合計  5,089 

  未経過リース料 

１年内  867百万円

１年超  4,220 

合計  5,088 

  未経過リース料 

１年内  790百万円

１年超  4,149 

合計  4,940 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当中間連結会計期間におきましては、その他有価証券で時価のある株式について減損処理は行っておりませ

ん。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額

について減損処理を行っております。 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当中間連結会計期間におきましては、その他有価証券で時価のある株式について減損処理は行っておりませ

ん。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額

について減損処理を行っております。 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 7,064 14,020 6,956 

債券 1,287 1,121 △165 

合計 8,351 15,141 6,790 

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 4,173 

非上場内国債券  121 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 7,116 19,546 12,429 

債券 10,835 10,680 △155 

合計 17,952 30,227 12,274 

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 7,133 

非上場内国債券  121 

その他 975 



前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当連結会計年度におきましては、その他有価証券で時価のある株式について15百万円減損処理を行っておりま

す。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額

について減損処理を行っております。 

（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注）ヘッジ会計が利用されておりますデリバティブ取引は記載対象から除いております。 

種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 7,390 17,358 9,968 

債券 11,146 10,880 △266 

合計 18,537 28,239 9,702 

種類 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 8,029 

対象物の
種類 

取引の種類 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円）

時価 
（百万円）

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円）

通貨 為替予約取引 

買建 

 
－ 

 
－ 

 
－ 

 
390 

 
363 

 
△26 

 
644 

 
662 

 
18 

金利 

  

キャップ取引 

買建 

  

542 

  

0 

  

0 

  

－ 

  

－ 

  

－ 

  

－ 

  

－ 

  

－ 

 

金利通貨スワ

ップ 

受取固定

(S$)・支払

変動(US$) 

1,127 △12 △12 － － － － － － 

 

受取固定

(US$)・支払

固定(BAHT) 

－ － － 461 △5 △5 461 428 △32 

合計 1,669 △12 △12 851 357 △32 1,105 1,090 △14 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 当社グループの事業はすべて電気機械器具の製造販売に集約されており、事業区分はしておりません。 

 このため事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当社グループの事業はすべて電気機械器具の製造販売に集約されており、事業区分はしておりません。 

 このため事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社グループの事業はすべて電気機械器具の製造販売に集約されており、事業区分はしておりません。 

 このため事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
100,140 60,736 3,292 4,747 168,916 － 168,916 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
109,605 467 112,844 － 222,917 (222,917) － 

計 209,745 61,203 116,136 4,747 391,833 (222,917) 168,916 

営業費用 195,483 61,213 112,488 4,688 373,873 (222,524) 151,349 

営業利益又は営業損失

（△） 
14,262 △9 3,648 59 17,959 (393) 17,566 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
96,527 66,859 3,176 2,989 169,553 － 169,553 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
105,410 1,328 125,221 3 231,962 (231,962) － 

計 201,937 68,187 128,397 2,993 401,516 (231,962) 169,553 

営業費用 188,409 69,760 123,754 3,151 385,075 (230,798) 154,276 

営業利益又は営業損失

（△） 
13,528 △1,572 4,643 △158 16,440 (1,163) 15,276 



前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米  ：米国 

(2）アジア ：香港、マレーシア、タイ 

(3）欧州  ：ドイツ 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間606百万

円、当中間連結会計期間566百万円及び前連結会計年度1,219百万円であり、その主なものは当社の管理部門

に係る費用であります。 

４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「４．会計処理基準に関する事項 (3)重要な

引当金の計上基準 ④退職給付引当金 （会計方針の変更）」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16日）及び「『退職給付

に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成17年３月16日）を適

用しております。これによる営業利益に与える影響は軽微であります。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
193,927 173,442 7,186 8,478 383,034 － 383,034 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
181,019 28 297,377 － 478,425 (478,425) － 

計 374,947 173,470 304,563 8,478 861,459 (478,425) 383,034 

営業費用 353,932 171,175 293,333 8,458 826,899 (477,213) 349,686 

営業利益 21,014 2,294 11,230 20 34,560 (1,212) 33,348 

  北米 アジア 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 110,231 8,585 27,754 4,380 150,952 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         168,916 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
65.3 5.1 16.4 2.6 89.4 

  北米 アジア 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 119,311 7,287 22,977 3,028 152,604 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         169,553 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
70.4 4.3 13.5 1.8 90.0 



前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米  ：米国、カナダ 

(2）アジア ：香港、シンガポール 

(3）欧州  ：ドイツ、イギリス、フランス 

(4）その他 ：オーストラリア、ロシア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  北米 アジア 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 268,073 17,071 50,870 7,788 343,804 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         383,034 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
70.0 4.5 13.3 2.0 89.8 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 4,783円21銭

１株当たり中間純利益 372円56銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
370円48銭

１株当たり純資産額 5,328円73銭

１株当たり中間純利益 328円99銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
328円47銭

１株当たり純資産額 4,919円43銭

１株当たり当期純利益 719円61銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
716円95銭

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（百万円） 13,332 11,545 25,722 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 44 

（うち利益処分による役員賞与金 

（百万円）） 
（－） （－） （44）

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
13,332 11,545 25,678 

期中平均株式数（千株） 35,785 35,092 35,683 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益 
      

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） 201 55 132 

（うち新株予約権（千株）） （201） （55） （132）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権２種類（新

株予約権の数3,855

個）を除いておりま

す。 

なお、詳細は「新株予

約権等の状況」に記載

しております。 

新株予約権５種類（新

株予約権の数15,100

個）を除いておりま

す。 

なお、詳細は「新株予

約権等の状況」に記載

しております。 

新株予約権３種類（新

株予約権の数7,851

個）を除いておりま

す。 

なお、詳細は「新株予

約権等の状況」に記載

しております。 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（重要な自己株式の取得） 

 当社は、平成16年11月10日開催の

取締役会において、商法第211条ノ

３第１項第２号の規定に基づき、次

のように自己株式を取得することを

決議いたしました。 

１．取得する株式の種類 

  当社普通株式 

２．取得する株式の総数 

   1,000,000株（上限） 

３．株式の取得価額の総額 

   14,000百万円（上限） 

４．自己株式の取得の日程 

   平成16年11月11日から平成17年 

  ３月31日まで 

（厚生年金基金代行返上） 

 当社及び一部の国内連結子会社

は、確定給付企業年金法の施行に伴

い、船井電機厚生年金基金の代行部

分について、平成17年10月１日付で

厚生労働大臣から過去分返上の認可

を受けました。 

 当社及び一部の国内連結子会社は

「退職給付会計に関する実務指針

（中間報告）」（日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第13号）第44

－２項に基づき、厚生年金基金の代

行部分の過去分返上認可の日におい

て、代行部分に係る退職給付債務の

消滅及びこれに伴う損益を認識いた

しました。 

 当該損益は、平成18年３月期の決

算において3,050百万円を代行部分

返上益として特別利益に計上する見

込みであります。 

───── 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   51,350   20,950 31,279   

２．受取手形   877   934 784   

３．売掛金   52,984   50,173 30,699   

４．たな卸資産   1,601   1,578 1,285   

５．繰延税金資産   2,264   1,530 1,748   

６．その他 ※３ 5,459   3,797 2,525   

７．貸倒引当金   △284   △49 △30   

流動資産合計     114,253 71.3 78,915 45.9   68,293 48.7

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物及び構築物   3,000   4,089 4,172   

(2）土地   2,239   3,982 3,982   

(3）その他   1,395   1,328 1,340   

有形固定資産合計   6,635   9,400 9,495   

２．無形固定資産           

(1）特許権   －   6,597 7,057   

(2）その他   212   344 213   

無形固定資産合計   212   6,942 7,270   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   35,583   54,191 51,464   

(2）長期貸付金   2,016   3,772 4,130   

(3）長期仮払税金 ※４ －   19,184 －   

(4）繰延税金資産   356   － 387   

(5）その他   2,642   2,700 2,340   

(6）貸倒引当金   △1,380   △3,078 △3,075   

投資その他の資産
合計 

  39,218   76,770 55,247   

固定資産合計     46,066 28.7 93,112 54.1   72,014 51.3

資産合計     160,319 100.0 172,028 100.0   140,307 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   34,575   50,648 18,699   

２．未払金   6,942   5,431 6,773   

３．未払法人税等   5,759   4,332 7,829   

４．関係会社債務保
証損失引当金  

  1,800   － －   

５．その他   1,392   1,842 1,840   

流動負債合計     50,469 31.5 62,254 36.2   35,142 25.0

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債   －   1,988 －   

２．退職給付引当金   3,844   3,936 3,900   

３．役員退職慰労引
当金 

  911   881 926   

４．その他   －   64 46   

固定負債合計     4,756 2.9 6,870 4.0   4,873 3.5

負債合計     55,225 34.4 69,124 40.2   40,015 28.5

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     30,990 19.3 31,131 18.1   31,118 22.2

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   32,516   32,658 32,645   

２．その他資本剰余
金 

  438   438 438   

資本剰余金合計     32,954 20.6 33,096 19.2   33,083 23.6

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   209   209 209   

２．任意積立金   25,332   35,136 25,332   

３．中間（当期）未
処分利益 

  11,645   10,498 14,129   

利益剰余金合計     37,187 23.2 45,844 26.6   39,671 28.3

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    3,965 2.5 7,141 4.2   5,289 3.7

Ⅴ 自己株式     △3 △0.0 △14,311 △8.3   △8,872 △6.3

資本合計     105,094 65.6 102,903 59.8   100,291 71.5

負債資本合計     160,319 100.0 172,028 100.0   140,307 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     199,389 100.0 192,927 100.0   353,592 100.0 

Ⅱ 売上原価     172,943 86.7 167,903 87.0   308,436 87.2

売上総利益     26,445 13.3 25,024 13.0   45,156 12.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    12,970 6.5 11,942 6.2   26,166 7.4

営業利益     13,475 6.8 13,081 6.8   18,989 5.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   2,183 1.1 1,224 0.6   1,912 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２   177 0.1 22 0.0   54 0.0

経常利益     15,482 7.8 14,283 7.4   20,847 5.9

Ⅵ 特別利益     329 0.1 0 0.0   1,156 0.3

Ⅶ 特別損失 ※３   845 0.4 1,102 0.6   2,790 0.8

税引前中間（当
期）純利益 

    14,966 7.5 13,181 6.8   19,213 5.4

法人税、住民税及
び事業税 

※５ 5,718   3,871 7,906   

法人税等調整額 ※５ △272 5,445 2.7 1,323 5,195 2.7 △697 7,209 2.0

中間（当期）純利
益 

    9,520 4.8 7,986 4.1   12,004 3.4

前期繰越利益     2,125 2,512   2,125 

中間（当期）未処
分利益 

    11,645 10,498   14,129 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(1）有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

(1）有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…同左 

時価のないもの 

…同左 

  (2）たな卸資産 

 製品及び仕掛品 

…総平均法による原価法 

 原材料 

…先入先出法による原価法 

 貯蔵品 

…最終仕入原価法 

(2）たな卸資産 

 製品及び仕掛品 

…同左 

 原材料 

…同左 

───── 

(2）たな卸資産 

 製品及び仕掛品 

…同左 

 原材料 

…同左 

───── 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 …定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物及び構築物  ３～50年 

 工具、器具及び備品２～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 …定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

 …定額法 

 なお、特許権については、経

済的使用可能予測期間によって

おり、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づいてお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。  

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成16年４

月26日付で厚生労働大臣から将

来分支給義務免除の認可を受け

ました。 

 当中間会計期間末日現在にお

いて測定された返還相当額（最

低責任準備金）は4,133百万円

であり、当該返還相当額（最低

責任準備金）の支払が当中間会

計期間末日に行われたと仮定し

て「退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）」（日本公認

会計士協会会計制度委員会報告

第13号）第44－２項を適用した

場合に生じる損益の見込額は

2,594百万円（利益）でありま

す。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。  

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より「『退職

給付に係る会計基準』の一部改

正」（企業会計基準第３号 平

成17年３月16日）及び「『退職

給付に係る会計基準』の一部改

正に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第７号 平成17

年３月16日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影

響は軽微であります。 

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成16年４

月26日付で厚生労働大臣から将

来分支給義務免除の認可を受け

ました。 

 なお、重要な後発事象に記載

のとおり、平成17年10月１日付

で厚生労働大臣から過去分返上

の認可を受けました。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成16年４

月26日付で厚生労働大臣から将

来分支給義務免除の認可を受け

ました。 

 当事業年度末日現在において

測定された返還相当額（最低責

任準備金）は4,133百万円であ

り、当該返還相当額（最低責任

準備金）の支払が当事業年度末

日に行われたと仮定して「退職

給付会計に関する実務指針（中

間報告）」（日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第13号）

第44－２項を適用した場合に生

じる損益の見込額は2,716百万円

（利益）であります。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

  (4）債務保証損失引当金 

 債務保証に係る損失に備える

ため、被保証先の財政状態の実

情を勘案し、必要額を見積もり

計上しております。 

───── ───── 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

───── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

────── （中間貸借対照表） 

 投資事業有限責任組合への出資金（当中間会計期間末

975百万円）は、前中間会計期間末までは、投資その他の

資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、金融

商品会計に関する実務指針（平成12年１月31日、平成17

年２月15日最終改正 日本公認会計士協会 会計制度委

員会報告第14号）の改正に伴い、当中間会計期間末から

は、投資その他の資産の「投資有価証券」に含めて表示

しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

9,188百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

7,824百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

7,592百万円であります。 

 ２．保証債務 

(1）関係会社の取引に対し、債務保証を行

っております。 

(2）関係会社等について、金融機関からの

借入に対し債務保証を行っております。 

船井電機（香港）有限

公司 
 

429百万円

(US$3百万) 

FUNAI ASIA PTE LTD 
 
1,124百万円

(US$10百万) 

PT.DISPLAY DEVICES  

INDONESIA 
 

742 

(US$6百万) 

ＤＸアンテナ㈱  7,080 

フナイエンタテインメ

ント・ジャパン㈱ 
 170 

㈱シティケーブルネッ

ト 
 77 

計  9,195 

 ２．保証債務 

関係会社等について、金融機関からの

借入に対し債務保証を行っております。 

PT.DISPLAY DEVICES  

INDONESIA 
 

252百万円

(US$2百万) 

ＤＸアンテナ㈱  6,356 

㈱シティケーブルネッ

ト 
 69 

計  6,678 

 ２．保証債務 

関係会社等について、金融機関からの

借入に対し債務保証を行っております。 

船井電機（香港）有限

公司 
 

61百万円

(HK$4百万) 

PT.DISPLAY DEVICES  

INDONESIA 
 

479 

(US$4百万) 

ＤＸアンテナ㈱  6,718 

㈱シティケーブルネッ

ト 
 73 

計  7,332 

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、流動資産の「その他」に含め

て表示しております。 

※３．消費税等の取扱い 

同左 

───── 

───── ※４．タックスヘイブン対策税制適用に基づ

く更正処分 

   当社は、本年６月28日、大阪国税局よ

り、当社の香港子会社（連結子会社）が

タックスヘイブン対策税制の適用除外要

件を満たしていないとの判断により、第

50期（平成14年３月期）から第52期（平

成16年３月期）の３年間について当社の

香港子会社の所得を当社の所得の額とみ

なして合算課税するとの更正通知を受領

いたしました。なお、追徴税額は法人

税、住民税及び事業税を含め16,651百万

円（附帯税を含め19,184百万円）であり

ますが、当局の処分は事実誤認による不

当な課税と考えており、本年８月24日、

当局に対して異議申立てを行いました。

審理等の過程において、当社の税務処理

の正当性が明らかになると考えており、

この追徴税額を貸借対照表上の「投資そ

の他の資産」の「長期仮払税金」として

計上しております。なお、本税制は対象

となる外国法人の各事業年度終了の時の

現況によって判定されますので、ご参考

までに調査対象年度の翌事業年度である

第53期（平成17年３月期）以降、当社の

香港子会社の所得について当該税制によ

る影響額を試算した場合、第53期（平成

17年３月期）の法人税、住民税及び事業

税は約42億円と見積もられます。この影

響額につきましては、上記理由により現

時点では、会計処理を行っておりませ

ん。 

───── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※１．営業外収益のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※１．営業外収益のうち主要なものは次のと

おりであります。 

受取利息   194百万円

有価証券利息   38 

為替差益   1,813 

受取利息  58百万円

有価証券利息  82 

受取配当金  257 

為替差益  753 

受取利息   326百万円

有価証券利息   77 

受取配当金   97 

為替差益   968 

※２．営業外費用のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※２．営業外費用のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※２．営業外費用のうち主要なものは次のと

おりであります。 

投資事業組合運用損   173百万円 投資事業組合運用損  19百万円 投資事業組合運用損   37百万円

※３．特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 

※３．特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 

※３．特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 

固定資産除却損の内訳    

工具、器具及び備品   3百万円

その他    0 

計   3 

関係会社貸倒引当金繰

入額 

  232 

投資有価証券評価損   610 

固定資産除却損の内訳  

建物及び構築物  6百万円

機械及び装置  9 

工具、器具及び備品 9 

その他  0 

計  25 

関係会社貸倒引当金繰

入額 

 303 

投資有価証券評価損  505 

固定資産売却損の内訳    

機械及び装置   6百万円

工具、器具及び備品   0 

計   6 

固定資産除却損の内訳     

建物及び構築物   8 

機械及び装置   0 

工具、器具及び備品   107 

その他   0 

計   116 

関係会社貸倒引当金繰

入額 

  1,069 

投資有価証券評価損   636 

関係会社株式評価損   873 

 ４．減価償却実施額は次のとおりでありま

す。 

 ４．減価償却実施額は次のとおりでありま

す。 

 ４．減価償却実施額は次のとおりでありま

す。 

有形固定資産   359百万円

無形固定資産    24 

有形固定資産  376百万円

無形固定資産  497 

有形固定資産   792百万円

無形固定資産   359 

※５．中間会計期間の納付税額及び法人税等

調整額は当事業年度において予定してい

る利益処分方式による固定資産圧縮積立

金の取崩しを前提として、当中間会計期

間に係る金額を計算しております。 

※５．      同左 ───── 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

工具、器
具及び備
品 

1,702 1,224 477 

その他 3 3 0 

合計 1,706 1,228 478 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

工具、器
具及び備
品 

1,046 522 524

その他 3 3 －

合計 1,050 526 524

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

工具、器
具及び備
品 

1,643 1,184 459

その他 3 3 0

合計 1,647 1,188 459

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内   248百万円

１年超   198 

合計   446 

１年内  208百万円

１年超  266 

合計  474 

１年内   205百万円

１年超   212 

合計   418 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料   181百万円

減価償却費相当額   165 

支払利息相当額   4 

支払リース料  129百万円

減価償却費相当額 117 

支払利息相当額  2 

支払リース料   344百万円

減価償却費相当額   314 

支払利息相当額   7 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。 

 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,915円79銭

１株当たり中間純利益 266円04銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
264円55銭

１株当たり純資産額 2,948円35銭

１株当たり中間純利益 227円57銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
227円22銭

１株当たり純資産額 2,834円27銭

１株当たり当期純利益 335円17銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
333円93銭

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（百万円） 9,520 7,986 12,004 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 44 

（うち利益処分による役員賞与金 

（百万円）） 
（－） （－） （44）

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
9,520 7,986 11,959 

期中平均株式数（千株） 35,785 35,092 35,683 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益 
      

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） 201 55 132 

（うち新株予約権（千株）） （201） （55） （132）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権２種類（新

株予約権の数3,855

個）を除いておりま

す。 

なお、詳細は「新株予

約権等の状況」に記載

しております。 

新株予約権５種類（新

株予約権の数15,100

個）を除いておりま

す。 

なお、詳細は「新株予

約権等の状況」に記載

しております。 

新株予約権３種類（新

株予約権の数7,851

個）を除いておりま

す。 

なお、詳細は「新株予

約権等の状況」に記載

しております。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（重要な自己株式の取得） 

 当社は、平成16年11月10日開催の

取締役会において、商法第211条ノ

３第１項第２号の規定に基づき、次

のように自己株式を取得することを

決議いたしました。 

 １．取得する株式の種類 

   当社普通株式 

 ２．取得する株式の総数 

   1,000,000株（上限） 

 ３．株式の取得価額の総額 

   14,000百万円（上限） 

 ４．自己株式の取得の日程 

   平成16年11月11日から平成17年 

   ３月31日まで 

（厚生年金基金代行返上） 

 当社は、確定給付企業年金法の施

行に伴い、船井電機厚生年金基金の

代行部分について、平成17年10月１

日付で厚生労働大臣から過去分返上

の認可を受けました。 

 当社は「退職給付会計に関する実

務指針（中間報告）」（日本公認会

計士協会会計制度委員会報告第13

号）第44－２項に基づき、厚生年金

基金の代行部分の過去分返上認可の

日において、代行部分に係る退職給

付債務の消滅及びこれに伴う損益を

認識いたしました。 

 当該損益は、平成18年３月期の決

算において2,981百万円を代行部分

返上益として特別利益に計上する見

込みであります。 

───── 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第53期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  

平成17年６月23日 

関東財務局長に提出 

  

(2）臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）の規定に基

づく臨時報告書 

  

平成17年７月１日  

関東財務局長に提出 

(3）有価証券届出書（ストックオプションによる第三者割当増資）及びその添付書類  

  

  

平成17年７月12日  

関東財務局長に提出  

(4）有価証券届出書の訂正届出書（平成17年７月12日の有価証券届出書に係る訂正届出 

 書）  

  

平成17年７月20日 

関東財務局長に提出  

  

(5）自己株券買付状況報告書  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

平成17年４月11日  

平成17年５月12日   

平成17年６月３日   

平成17年７月15日   

平成17年８月11日 

平成17年９月12日 

平成17年10月６日 

平成17年11月７日 

平成17年12月９日 

関東財務局長に提出  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１６日

船 井 電 機 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている船井電機株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、船井電機株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 澤 義 昭 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 船 修 明 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

船 井 電 機 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている船井電機株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、船井電機株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 
  
追記情報 

 注記事項（中間連結貸借対照表関係）「※２．タックスヘイブン対策税制適用に基づく更正処分」に記載されているとおり、会社

は、香港子会社へのタックスヘイブン対策税制の適用に関する大阪国税局の更正処分に対して、平成17年8月24日に当局に異議申立て

を行った。なお、追徴税額19,184百万円（附帯税を含む）については、会社は中間連結貸借対照表上の「投資その他の資産」の「長

期仮払税金」として計上し、調査対象年度の翌連結会計年度である第53期（平成17年3月期）以降の当該税制による影響額については

会計処理を行っていない。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 里 新 光 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 船 修 明 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１６日

船 井 電 機 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている船井電機株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５３期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、船井電

機株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 澤 義 昭 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 船 修 明 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

船 井 電 機 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている船井電機株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５４期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、船井電

機株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 注記事項（中間貸借対照表関係）「※４．タックスヘイブン対策税制適用に基づく更正処分」に記載されているとおり、会社は、

香港子会社へのタックスヘイブン対策税制の適用に関する大阪国税局の更正処分に対して、平成17年8月24日に当局に異議申立てを行

った。なお、追徴税額19,184百万円（附帯税を含む）については、会社は中間貸借対照表上の「投資その他の資産」の「長期仮払税

金」として計上し、調査対象年度の翌事業年度である第53期（平成17年3月期）以降の当該税制による影響額については会計処理を行

っていない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 里 新 光 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 船 修 明 
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